
 

※参考 督促等に関する法令 

地方税法（昭和二十五年七月三十一日法律第二百二十六号） 

（市町村民税に係る督促） 

第三百二十九条 納税者（特別徴収の方法によつて市町村民税を徴収される納税者を除く。

以下本款において同様とする。）又は特別徴収義務者が納期限（第三百二十一条の十一又

は第三百二十八条の九の規定による更正又は決定があつた場合においては、不足税額又

は不足金額の納期限をいい、納期限の延長があつたときは、その延長された納期限とする。

以下市町村民税について同様とする。）までに市町村民税に係る地方団体の徴収金を完納

しない場合においては、市町村の徴税吏員は、納期限後二十日以内に、督促状を発しなけ

ればならない。但し、繰上徴収をする場合においては、この限りでない。 

（市町村民税に係る滞納処分） 

第三百三十一条 市町村民税に係る滞納者が次の各号の一に該当するときは、市町村の徴

税吏員は、当該市町村民税に係る地方団体の徴収金につき、滞納者の財産を差し押えなけ

ればならない。 

一 滞納者が督促を受け、その督促状を発した日から起算して十日を経過した日までにそ

の督促に係る市町村民税に係る地方団体の徴収金を完納しないとき。 

（中略） 

６ 前各項に定めるものその他市町村民税に係る地方団体の徴収金の滞納処分については、

国税徴収法に規定する滞納処分の例による。 

７ 前各項の規定による処分は、当該市町村の区域外においても行うことができる。 


